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最最最近近近ののの統統統計計計調調調査査査結結結果果果かかかららら 
2008 年 8 月 

【平成２０年８月１日（金)～平成２０年９月１日(月)】 

統計調査報告
◇景気動向指数～６月速報～ ８月６日（水）内閣府発表

・６月のＣＩ（速報値・平成１７年＝１００）の一致指数は１．６ポイント下降の１０１．７で、３ヶ

月後方移動平均及び７カ月後方移動平均は共に４ヶ月連続でマイナスとなり、一致指数の基調判断は、

「景気動向指数（ＣＩ一致指数）は、悪化を示している。」とされた。なお、先行指数は９１．２で１．

７ポイントの下降、遅行指数は１０２．３で１．１ポイントの下降となっている。

◇平成１９年度雇用均等基本調査   ８月８日（金）厚生労働省発表

・育児休業取得率は女性８９．７％、男性１．５６％で、前回調査（平成１７年度）に比べ女性で１７．

４ポイント、男性で１．０６ポイントと、男女ともに上昇しているものの、男性の育児休業取得率は

依然として低い。

・育児のための勤務時間短縮等の措置等を導入している事業所割合は７．９ポイント上昇し４９．５％

になった。

◇国民経済計算～４―６月期・１次速報～ ８月１３日（水）内閣府発表

・ 実質ＧＤＰ（国内総生産）成長率（季調値）は

－０．６％（年率－２．４％）。

・ 実質ＧＤＰ成長率の寄与度は、国内需要（内需）

が－０．６％、財貨・サービスの純輸出（外需）

が０．０％となった。

◇平成１９年企業における採用管理等に関する実態調査  ８月２１日（木）厚生労働省発表

・過去１年間（平成１８年９月から平成１９年８月まで）の採用状況をみると、「採用の計画があった」

は７８．０％で、計画どおりに「採用できた」が４６．０％、「採用できなかった」が３２．０％、「採

用の計画がなかった」が２１．９％となっている。

・今後の採用計画についてみると、「正社員、非正社員ともに採用したい」が４８．３％、「正社員のみ

採用したい」が１３．５％、「非正社員のみ採用したい」が３．８％、「採用自体を控えたい」が６．

８％、「現在のところ未定」が２７．４％となっている。

◇平成１７年産業連関表速報                                   ８月２６日（火）総務省発表

・「粗付加価値」に占める主な項目の構成比は、「雇用者所得」が５１．０％、「営業余剰」が１９．７％、

「資本減耗引当」が１９．２％であり、平成１２年（「雇用者所得」５３．１％、「営業余剰」１８．６％、

「資本減耗引当」１８．０％）に比べ、「雇用者所得」が減少し、「営業余剰」及び「資本減耗引当」が

増加となった。

◇消費者物価指数～７月～     ８月２９日（金）総務省発表 

・ 消費者物価指数（平成１７年＝１００）は１０２．４となり、前年同月比で２．３％の上昇、生鮮食
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品を除く総合指数は１０２．４となり、前年同月比で２．４％の上昇と、それぞれ１０ヶ月連続の上

昇となった。 

・ ８月の東京都区部は１０１．６となり、前年同月比で１．３％の上昇、生鮮食品を除く総合指数は１

０１．６となり、前年同月比で１．５％の上昇。 

 

◇家計調査～７月～                                                 ８月２９日（金）総務省発表 

・ 二人以上世帯のうち勤労者世帯の実収入は、前年同月比で実質３．５％の減少となり、４ヶ月連続の

減少となった。 

 

◇労働力調査～７月～                       ８月２９日（金）総務省発表 

◇一般職業紹介状況～７月～                 ８月２９日（金）厚生労働省発表 

・ 平成２０年７月の完全失業率（季調値）は４．０％

と、前月に比べ０．１ポイントの低下。男性は４．

０％と、前月に比べ０．２ポイントの低下。女性は

３．９％と、前月に比べ０．１ポイントの低下。 

・ 平成２０年７月の完全失業者数は２５６万人と、前

年同月差２２万人の増加。 

・ 平成２０年７月の雇用者数（季調値）は、５，５１

１万人と、前月差１７万人の減少。 

・ 平成２０年７月の有効求人倍率（季調値）は０．８

９倍で、前月を０．０２ポイント下回った。 

 

 

◇鉱工業生産指数～７月速報～                                   ８月２９日（金）経済産業省発表 

・ 鉱工業生産指数（季調値）は前月比０．９％の上昇で、製造工業生産予測調査によると、８月低下の

のち、９月は上昇の予測となり、「総じてみれば、生産は弱含みで推移している。」と判断は据置きと

なった。 

 

◇毎月勤労統計調査～７月速報～                     ９月１日（月）厚生労働省発表 

・ 平成２０年７月の現金給与総額（規模５人以上）は前年同月比０．３％増加、きまって支給する給与

（規模５人以上）は前年同月比０．６％と９ヶ月連続の増加となった。 

・ 製造業の所定外労働時間（規模５人以上）の平成２０年７月（季調値）は前月比１．０％減少。 

 

研究会報告等 
◇平成２０年版厚生労働白書                            ８月５日（火）厚生労働省発表 
・我が国社会をめぐる環境は変化しており、人口構造の変化や労働環境の変化といった社会経済の変化

に対応した施策の展開が求められている。 
・子ども・子育て期における支援としては、国民の希望する結婚や出産・子育てを実現していくため、

「働き方の見直しによる仕事と生活の調和の実現」とともに、その社会的な基盤となる「包括的な次

世代育成支援の枠組みの構築」を進めていくこととしている。 
・現役期における就労と所得確保については、「フリーター常用雇用化プラン」や「ジョブ・カード制度」

等の若年層の雇用の安定・促進を図る施策や、パートタイム労働者の待遇改善、派遣労働者の就業環

境の整備を行うとともに、最低賃金制度などの就業構造の変化等を踏まえた安全網の充実を図ること

としている。 
・高齢期における所得確保と就労については、持続可能で安心できる年金制度を構築し、高年齢者の雇

用を促進していくとともに、障害者、母子家庭、生活保護受給者といった社会的支援を必要とする人々

については、各種支援を推進しているところである。 
 

◇月例経済報告～８月～                                         ８月７日（木）内閣府発表 
景気は、このところ弱含んでいる。（前月：景気回復は、足踏み状態にあるが、このところ一部に弱い動

きがみられる。） 

・ 輸出は、弱含んでいる。生産は、緩やかに減少している。（前月：輸出、生産は、このところ弱含ん

でいる。） 

・ 企業収益は、減少している。設備投資は、おおむね横ばいとなっている。（前月とかわらず） 

4.0

0.89

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

1.10

3.0 

3.5 

4.0 

4.5 

5.0 

5.5 

8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

2007年 2008年

(倍)(％) 完全失業率と有効求人倍率の推移

有効求人倍率

完全失業率

0 0

最近の統計調査結果から

労働政策研究・研修機構（JILPT)



・ 雇用情勢は、厳しさが残るなかで、このところ弱含んでいる。（前月：改善に足踏みがみられる。）

・ 個人消費は、おおむね横ばいとなっている。（前月とかわらず）

◇月例労働経済報告～８月～ ８月１４日（木）厚生労働省発表 

・ 労働経済面をみると、雇用情勢は、厳しさが残るなかで、このところ弱含んでいる。（前月：改善に

足踏みがみられる。）

「最近の統計調査結果から」は、当機構ホームページにも掲載されております。 

なお、労働経済に関する指標をコンパクトにまとめた「主要労働統計指標」も作成しております。 

https://www.jil.go.jp/kokunai/statistics/index.html 
[次号予定１０月１日（水）]  独立行政法人 労働政策研究・研修機構 調査・解析部 
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